
視点1：ライフコースアプローチに基づいた予防接種・ワクチン政策の推進をすべきである
1. 定期接種の接種対象区分を基礎疾患や特定リスクを含むように拡充、ハイリスクに分類される人々が予防

接種の利益を享受できるようにすべきである
2. 接種漏れや海外在住歴がある者などに対するキャッチアップに対して特例措置を広拡充し、接種者の費用

負担を軽減すべきである
3. 予防接種に対するアクセスを高めるために、予防接種が受けられる場所を増やすべきである
4. 予防接種の負担費用に対して、所得区分に応じた自己負担割合の設定、または公的医療保険および診療報

酬制度変更による適用を検討すべきである
5. 予防接種歴の管理方法を見直し、個人のライフコースにわたる予防接種歴を可視化し自治体間で共有すべ

きである

視点2：医療従事者と市民を対象にした普及・啓発活動やコミュニケーション戦略を構築すべきである
1. サイエンスコミュニケーションおよびリスクコミュニケーションを担当する部署を設け、適切なタイミン

グで適切な情報を発信することで、予防接種・ワクチンの普及・啓発を促進すべきである
2. 医療従事者の意識・気づき（アウェアネス）、リテラシー向上のための研修制度導入や成功事例の共有を

目指すべきである

視点3：科学的根拠に基づいた政策決定や評価に向けて、予防接種の実施と対象疾患の発生に関する情報システ
ムを連携し、疫学的な効果を分析および共有できる体制づくりを推進すべきである
1. 情報収集や予防接種台帳管理の体制を見直し、情報入力者となる医療従事者や自治体にとって有用な共通

のプラットフォームを構築すべきである
2. 医療用IDなどを利活用し、個人の接種歴を正確に記録できる情報記録システムを構築すべきである
3. 予防接種の有効性や安全性を評価する副反応に関する情報活用体制の見直しによる情報の可視化を行うべ

きである
4. 有害事象の収集と分析において統一された評価システムを構築すべきである

視点4：マルチステークホルダーでワクチン政策に関する議論を継続的に行える体制づくりを進めるべきである
1. 市民や専門職団体の参画により社会的コンセンサスを醸成すべきである
2. 偏向的で不安を煽る偽情報（Disinformation）や医学的な誤情報（Misinformation）に対しする防御策を構

築すべきである

視点5：平時や有事を考慮し、未来のワクチン需要を見据えた予防接種政策への投資を促進すべきである
1. 公衆衛生的危機におけるワクチンの意義を検討し、特例認可のプロセスやワクチンの分配、接種対象選定

や優先順位付けを平時から行う体制構築が求められる
2. 自国におけるワクチンの研究開発および供給体制の確立が求められる
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視点5 平時や有事を考慮し、未来のワクチン需要を見据えた予防接種政策への投資を
促進すべきである

ワクチンの研究開発、政策立案、接種の実施等にかかわるあらゆるステークホルダー
が、政策の意思決定サイクルの中で生じる様々なワクチンへのニーズを理解し対応す
る必要がある。特に新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に対する国内のワクチン
産業の対応は後塵を拝している。政府は新型コロナワクチンの接種を急いでいるが、
国民の生活が正常化するのはまだ難しい状況である。また、ワクチン政策にかかわる
専門家の人数の拡大や省庁横断的かつ効率化された意思決定システムなどを構築すべ
き点である。2007年に当時、厚生労働省医政局の経済課、研究開発振興課、健康局の
結核感染症課、医薬食品局の血液対策課、そして医薬食品局の審査管理課にまたがる
課題として策定された「ワクチン産業ビジョン」も踏まえ、政府は、危機管理用途の
ワクチンの研究開発が速やかに有事に行われるよう平時からの対策を講ずる必要があ
る。すなわち、平時から産学官の感染症対策技術の研究開発と連携を支援し、企業に
対してそれらの技術を活用できるバイオ医薬品市場および最低限の収益の予見可能性
を示すとともに、企業による研究開発および生産のために必要な投資のためのインセ
ンティブの提供や、有事の際の速やかな臨床開発を含む研究開発投資の実行を提供す
ることが期待される。また、今般のCOVID-19に対して実施した政策の評価をするとと
もに、資源の配分の方法、法律の整備、そして民間企業への援助のあり方について第
三者機関によるが議論が求められる。

1. 公衆衛生的危機におけるワクチンの意義を検討し、特例認可のプロセスやワクチ
ンの分配、接種対象選定や優先順位付けを平時から行う体制構築が求められる

COVID-19によって、パンデミックにおけるワクチンの意義は広く認知されることと
なった。同時に公衆衛生的危機に備え、平時から有事を想定して体制づくりをする
ことが極めて重要である。今後、新たなパンデミックに備え、公衆衛生的危機にお
ける予防接種政策を議論すべきである。ワクチンの特例認可には医薬品医療機器等
法、ワクチン接種に関しては予防接種法や検疫法の所掌範囲であるが、これらの法
およびそれに伴う体制が今後の新興感染症に十分に対応できるように検証が求めら
れる。

2. 自国におけるワクチンの研究開発および供給体制の確立が求められる
新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）のパンデミックにおいて、国内でワクチンを開
発し、供給することができていない。今後のパンデミックにおいて、ワクチンが他
国から安定して供給を受けられる保証はなく、長期的な観点に沿った研究開発や供
給体制の確立について議論し、早期に体制を構築すべきである。また、有事におけ
るサプライチェーン、接種提供体制のあり方や公費の接種についても、十分な検証
とともに、健康安全保障の観点からの見直しが求められる。




